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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｃ：０.１０～０.３０質量％，Ｓｉ：０.５質量％以下，Ｍｎ：０.２５～２.５０質量
％，Ｐ：０.０３質量％以下，Ｓ：０.０１質量％以下，Ｃｒ：０.５～１.５質量％，Ｍｏ
：０.１～０.５質量％，Ｂ：０.０００５～０.０１００質量％，Ｔｉ：０.０１～０.１０
質量％，Ｎ：０.０１質量％以下，Ａｌ：０.０２～０.０８質量％を含み、残部がＦｅ及
び不純物からなる組成を有する鋼材を熱延工程に送り、
　フェライト：２０面積％以下，パーライト：２０面積％以下，残留オーステナイト：５
面積％以下，残部がベイナイトの金属組織が得られるように、仕上げ温度：８００～９５
０℃，巻取り温度：４００～６００℃の範囲で選定した条件下で前記鋼材を熱間圧延し、
　酸洗を経て電縫鋼管とした後、
　４５０～７１０℃の温度域に１時間以下焼きなまし、室温まで冷却し、目標形状に曲げ
加工することを特徴とする耐遅れ破壊性に優れた中空スタビライザの製造方法。
【請求項２】
　更にＮｉ：０.１～１.０質量％，Ｖ：０.５質量％以下，Ｎｂ：０.０１～０.１０質量
％の一種又は二種以上を含む鋼材を使用する請求項１記載の製造方法。
【請求項３】
　Ｍs点以下の温度に冷却した後、連続して(Ａc1変態点)～(Ａc1変態点－１００℃)の温
度域に焼き戻す熱処理を電縫溶接部に施し、電縫溶接部と母材部との間の最大硬さ差を５
０ＨＶ以下にする請求項１又は２記載の製造方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車に装着され、優れた耐遅れ破壊性を呈する中空スタビライザを製造す
る方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　スタビライザは、自動車のコーナリング時に車体のローリングを緩和し、高速走行時に
車体の走行安定性を確保する上で必要な部品であるが、自動車に装着された状態で長時間
使用されるため優れた疲労耐久性が要求される。必要な疲労耐久性を満足させるためには
９００Ｎ／ｍｍ2以上の強度を有する素材が要求されるが、軽量化を重視してスタビライ
ザの素材に中空鋼管が多用されている。
【０００３】
　中空スタビライザは、管端加工した電縫鋼管をスタビライザ形状に曲げ加工した後、強
度向上のため焼入れ・焼戻しされている。更に、スタビライザ表面の疲労特性を向上させ
るため、ショットピーニング，塗装等が施されることもある。このような製造工程を経る
中空スタビライザに必要強度を付与するため、焼入れ効果の高いＣ：０.２０質量％程度
の炭素鋼が素材に使用されている。
【０００４】
　スタビライザの形状にはコ字状が多く、コ字形状のスタビライザは電縫鋼管の複数箇所
を曲げ加工することにより製造される。曲げ加工では、曲げ角度：９０度の厳しい曲げ加
工性が要求され、しかも常温下での曲げ加工である。加工時に導入された応力・歪みは、
スタビライザの機能を損なわせる遅れ破壊の原因になる。
　しかるに、スタビライザに使用する電縫鋼管が高強度になるほど遅れ破壊感受性が増大
する。たとえば、９００Ｎ／ｍｍ2以上の強度は、疲労耐久性を満足させる上で必要であ
るが、耐遅れ破壊性にとっては問題である。なかでも、焼入れ・焼戻しで金属組織を焼戻
しマルテンサイトとし９００Ｎ／ｍｍ2以上の強度を付与した焼戻しマルテンサイト鋼で
は、遅れ破壊感受性が急増する傾向にある。
【０００５】
　遅れ破壊の起点は旧オーステナイト粒界にあると考えられている。焼戻しマルテンサイ
ト鋼では、旧オーステナイト粒界に析出した炭化物が遅れ破壊クラックの発生を助長する
ため、結果として遅れ破壊感受性が急増する。そこで、スタビライザに使用される電縫鋼
管の耐遅れ破壊性を改善する種々の方法が提案されている。
　たとえば、特許文献１では、Ａr3以上の温度域で仕上げ圧延した後、急冷し、巻き取る
ことにより、９００Ｎ／ｍｍ2以上の強度を有し、耐遅れ破壊性に優れた熱延鋼帯を製造
しているものの、耐遅れ破壊性を改善した電縫鋼管の製造を教示・示唆していない。特許
文献２では、焼入れせずに造管後に時効処理及び必要に応じて冷間伸管加工、焼鈍を施す
ことにより超高張力電縫鋼管を製造しているが、熱延鋼帯を２５０℃以下で巻き取ってい
るので、遅れ破壊の起点となる析出炭化物が多いマルテンサイトになることが欠点である
。
【特許文献１】特開平7-197184号公報
【特許文献２】特開平5-9579号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　焼入れ・焼戻しは高強度化のために有効な熱処理であるが、耐遅れ破壊性にとっては好
ましくない焼戻しマルテンサイトの生成が欠点である。そこで、本発明者等は、強度的に
は焼入れ・焼戻しと変わらず、耐遅れ破壊性に有効な金属組織を得るための熱処理を種々
検討した。その結果、ベイナイト主体の金属組織を有する電縫鋼管を焼きなました後、ス
タビライザ形状に曲げ加工すると、焼入れ・焼戻しを省略でき、耐遅れ破壊性に優れたス
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　本発明は、このような知見に基づき、焼きなましても強度が実質的に低下しないベイナ
イト主体の金属組織を有する電縫鋼管を素材とし、スタビライザ形状に曲げ加工した後に
施されていた焼入れ・焼戻し熱処理を省略でき、優れた耐遅れ破壊性を呈する中空スタビ
ライザを低コストで製造することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、次の工程を経て中空スタビライザ用電縫鋼管を製造する。
　Ｃ：０.１０～０.３０質量％，Ｓｉ：０.５質量％以下，Ｍｎ：０.２５～２.５０質量
％，Ｐ：０.０３質量％以下，Ｓ：０.０１質量％以下，Ｃｒ：０.５～１.５質量％，Ｍｏ
：０.１～０.５質量％，Ｂ：０.０００５～０.０１００質量％，Ｔｉ：０.０１～０.１０
質量％，Ｎ：０.０１質量％以下，Ａｌ：０.０２～０.０８質量％を含み、残部がＦｅ及
び不純物からなる組成を有する鋼材を熱間圧延する。鋼材は、必要に応じＮｉ：０.１～
１.０質量％，Ｖ：０.５質量％以下，Ｎｂ：０.０１～０.１０質量％の一種又は二種以上
を含むことができる。
【０００８】
　熱間圧延工程では、フェライト：２０面積％以下，パーライト：２０面積％以下，残留
オーステナイト：５面積％以下，残部がベイナイトの金属組織が得られるように、仕上げ
温度：８００～９５０℃，巻取り温度：４００～６００℃の範囲で選定する。
　熱間圧延後、鋼帯を酸洗して造管ラインに送り、電縫鋼管とする。好ましくは、肉厚：
２.０～４.５ｍｍ，外径：１５～４０ｍｍのサイズをもった電縫鋼管を作製する。
【０００９】
　電縫溶接部と母材部との間の最大硬さ差を５０ＨＶ以下にするため、Ｍs点以下の温度
に冷却した後、連続して(Ａc1変態点)～(Ａc1変態点－１００℃)の温度域に焼き戻す熱処
理を電縫溶接部に施しても良い。
　電縫鋼管から中空スタビライザを製造する際には、４５０～７１０℃の温度域で１時間
以下焼きなました後、室温まで冷却し、焼きなまされた電縫鋼管を目標とするスタビライ
ザ形状に曲げ加工する。
【発明の効果及び実施の形態】
【００１０】
　本発明では、ベイナイト主体の金属組織を有する電縫鋼管をスタビライザの素材とし、
且つ焼きなまし条件(熱処理条件)を規制することにより、曲げ加工前の電縫鋼管(素管)に
高強度，加工性を付与し、スタビライザ形状に曲げ加工した後の熱処理を不要にしている
。この点、従来法では曲げ加工後の焼入れ・焼戻しで強度を付与しているが、焼入れ・焼
戻しの際に焼戻しマルテンサイトが生成すると遅れ破壊感受性が増大することは前述の通
りである。すなわち、本発明と従来法とでは、曲げ加工と熱処理との順序が次のように異
なっている。
【００１１】



(4) JP 4859618 B2 2012.1.25

10

20

30

40

50

【００１２】
　このように、鋼管段階で高強度を発現する成分設計，製造条件を採用することにより、
焼入れ・焼戻し工程を省略でき、焼きなましによっても強度低下しがたい成分設計である
ので、焼きなましにより延性を改善できる。焼きなましは、曲げ加工の前であれば管端加
工の前後何れでも良い。
　焼きなましで強度低下を起こすことなく延性が改善されるため、電縫鋼管を冷間で曲げ
加工でき、スタビライザに要求される強度レベルが確保される。しかも、耐遅れ破壊性に
とって不利な焼戻しマルテンサイトではなくベイナイト主体の金属組織であるため、耐遅
れ破壊性，疲労耐久性共に優れた中空スタビライザが得られる。
【００１３】
　以下、本発明で規定した合金成分，含有量，製造条件等を説明する。
〔成分設計〕
　８００～９５０℃で仕上げ圧延し、４００～６００℃で巻き取った熱延鋼帯がベイナイ
ト主体の金属組織を有し、焼入れ・焼戻しを必要とせずに９００Ｎ／ｍｍ2以上の強度が
得られるように、各合金成分を次のように定めている。
Ｃ：０.１０～０.３０質量％
　中空スタビライザとして要求される強度を得るために必要な合金元素であり、０.１０
質量％未満では９００Ｎ／ｍｍ2以上の強度が得られない。しかし、０.３０質量％を超え
るＣ含有量では、曲げ加工性，靭性，耐遅れ破壊性が低下する。
【００１４】
Ｓｉ：０.５質量％以下
　耐遅れ破壊性を劣化させることなく高強度化に寄与する合金成分であるが、過剰添加は
スケール疵の多発，熱延鋼帯の品質劣化，靭性低下の原因となるので上限を０.５質量％
とした。
【００１５】
Ｍｎ：０.２５～２.５０質量％
　熱延鋼帯の冷却過程でフェライトの生成を抑制する作用があり、遅い冷却速度でも強靭
なベイナイト主体の組織にする作用を呈する。Ｍｎの作用は０.２５質量％以上でみられ
るが、過剰添加は粒界偏析を助長させ融解強度を低下させることになるので、２.５０質
量％を上限とした。
Ｐ：０.０３質量％以下
　延性，靭性，曲げ加工性に有害な元素であり、過剰添加は電縫溶接時に溶接部割れを誘
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発しやすい。また、粒界に偏析して遅れ破壊感受性を増加させるので、０.０３質量％を
上限とした。
【００１６】
Ｓ：０.０１質量％以下
　Ｍｎと結合しやすい元素であり、鋼中介在物であるＭｎＳを形成して曲げ加工性を劣化
させる。ＭｎＳは、応力集中個所となって耐遅れ破壊性劣化の原因にもなる。そのため、
Ｓ含有量の上限を０.０１質量％とした。
Ｃｒ：０.５～１.５質量％
　温間での軟化抵抗，再加熱時の焼戻し軟化抵抗を高くする元素であり、高強度化にも寄
与する。Ｃｒの効果は０.５質量％以上でみられるが、１.５質量％を超える過剰Ｃｒは曲
げ加工性の低下をもたらす。
【００１７】
Ｍｏ：０.１～０.５質量％
　強度及び焼入れ性の向上に有効な合金成分であり、遅い冷却速度でも強靭なベイナイト
主体の金属組織を生成させる作用がある。軟化抵抗の改善にも有効である。これらの作用
は、０.１質量％以上のＭｏでみられるが、０.５質量％を超える過剰Ｍｏを含ませても、
強度や焼入れ性の更なる向上が望めず、却って高価なＭｏを多量に消費することから経済
的に不利となる。
【００１８】
Ｂ：０.０００５～０.０１００質量％
　強度，靭性の向上に有効な合金成分であり、冷却過程でフェライト変態を遅延させる作
用も呈する。また、粒界の歪みエネルギーを低下させ、粒界を強化する作用を呈し、疲労
耐久性の向上に寄与する。このような作用は、０.０００５質量％以上でみられるが、０.
０１００質量％で飽和し、過剰添加は却って靭性の劣化を招く。
Ｔｉ：０.０１～０.１０質量％
　固溶Ｎを窒化物として固定し、粗粒化防止，強度・靭性の向上に寄与し、耐遅れ破壊性
の改善にも有効な合金成分である。このような作用は、Ｔｉ：０.０１質量％以上でみら
れるが、０.１０質量％を超える過剰Ｔｉは粗大な窒化物を生成させ、靭性劣化の原因と
なる。
【００１９】
Ｎ：０.０１質量％以下
　Ｔｉと結合してＴｉＮを生成し、鋼材を高強度化し、結晶粒を微細化させる作用を呈す
る。結晶粒の微細化は耐遅れ破壊性に有効であるが、０.０１質量％を超える過剰Ｎは靭
性を劣化させる。
Ａｌ：０.０２～０.０８質量％
　製鋼段階で脱酸剤として使用される元素であり、０.０２質量％以上が必要である。し
かし、０.０８質量％を超える過剰添加は、鋼の清浄度を低下させ、表面疵の発生を助長
する。
【００２０】
Ｎｉ：０.１～１.０質量％
　必要に応じて添加される合金成分であり、耐食性の向上，靭性の向上，水素侵入の抑制
に有効である。Ｎｉの添加効果は０.１質量％以上でみられるが、１.０質量％で飽和し、
それ以上添加しても鋼材コストの上昇を招く。
Ｖ：０.５質量％以下
　必要に応じ添加される合金成分であり、高強度化，耐遅れ破壊性の改善に有効であるが
、高価な元素であり過剰添加は鋼材コストの上昇を招くので０.５質量％を上限とした。
Ｎｂ：０.０１～０.１０質量％
　必要に応じ添加される合金成分であり、炭窒化物を形成して結晶粒の粗大化を抑制し、
靭性を向上させる作用を呈する。これらの効果は、０.０１質量％以上のＮｂ添加でみら
れるが、過剰添加は靭性劣化を招くので０.１０質量％を上限とした。
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【００２１】
〔熱間圧延〕
　熱間圧延では、ベイナイト主体の組織が作り込まれるように仕上げ温度を８００～９５
０℃，巻取り温度を４００～６００℃に調整する。
　仕上げ温度が８００℃を下回ると、変形抵抗が増大し、通板性に支障をきたす。更には
、加工フェライトが生成しやすい二相域圧延となる。逆に９５０℃を超えると熱延組織が
粗大化し、加工性の劣化、冷却歪みの増大により鋼帯形状が悪化し、熱延時に水ノリや冷
却ムラが発生しやすくなり、機械的性質が損なわれる。
【００２２】
　巻取り温度の管理は、ベイナイト主体の金属組織を得る上で重要であり、４００～６０
０℃の範囲に調整される。低すぎる温度で巻き取ると、強度が大幅に上昇し、熱延条件の
変動の影響を受けて機械的性質の安定性が損なわれる。熱延条件の変動の影響は、巻取り
温度を４５０℃以上とすることにより抑制できる。逆に６００℃を超える高温巻取りでは
、熱延条件の変動如何で９００Ｎ／ｍｍ2以上の強度が得られない場合があり、粒界酸化
しやすく疲労特性に劣る。
【００２３】
〔熱延鋼帯の金属組織〕
　引張強さ：９００Ｎ／ｍｍ2以上の強度を有する焼戻しマルテンサイト鋼は、ベイナイ
ト鋼に比較して旧オーステナイト粒界に炭化物が析出するため、遅れ破壊感受性が大きく
、また遅れ破壊感受性が急増する傾向にある。他方、ベイナイト：５５面積％以上の金属
組織にすると、９００Ｎ／ｍｍ2以上の引張強さが得られ、耐遅れ破壊性も改善される。
【００２４】
　熱延鋼帯の金属組織は、合金設計に加え仕上げ温度，巻取り温度を適正に管理すること
によりフェライト：２０面積％以下，パーライト：２０面積％以下，残留オーステナイト
：５面積％以下，残部がベイナイトの金属組織に調整する。面積率は、１０００倍のSEM
像の十視野で各組織を測定し平均値として算出される。ただし、少量の残留オーステナイ
トを含む金属組織では残留オーステナイトを面積率で定量することが難しいので、Ｘ線回
折で定量した結果を面積率に換算して表示する。
　フェライトは、延性に富み造管性に有利であるが高強度化には少ないほど好ましい。ス
タビライザ用鋼管に必要な引張強さ：９００Ｎ／ｍｍ2以上を確保する上で、フェライト
を２０面積％以下に規制する。
【００２５】
　パーライトは高強度化に寄与するが造管性に悪影響を及ぼすので、良好な曲げ加工性，
靭性を確保するため２０面積％以下に規制する。また、パーライトを２０面積％以下にす
ると、曲げ加工時に発生する割れが大幅に減少する。
　残留オーステナイトは水素固溶度が大きく、曲げ加工等の際に水素固溶度の低いマルテ
ンサイトに加工誘起変態すると、残留オーステナイトに固溶していた水素が吐き出され、
耐遅れ破壊性の引き金として働く水素の供給源になる。耐遅れ破壊性の劣化に及ぼす水素
の影響を抑える上で、残留オーステナイトを５面積％以下とする。
【００２６】
　熱延鋼帯は、常法に従って酸洗され、造管ラインに搬送される。造管ラインでは、熱延
鋼帯を所定幅に裁断した切板をロールフォーミング，ロールレスフォーミング等でオープ
ンパイプに成形し、電気抵抗溶接(高周波溶接)，アーク溶接(TIG溶接等)，レーザ溶接等
の何れかの溶接法で鋼帯幅方向両端部を溶接することにより造管される。また、所定幅に
裁断された鋼帯を長手方向に切断して切板とし、板巻き成形とアーク溶接(MIG溶接，TIG
溶接等)，レーザ溶接等の何れかの溶接法で幅方向両端部を溶接して所定長さの単管を製
造しても良い。通常は高周波溶接で製造された溶接鋼管を電縫鋼管というが、本件明細書
ではアーク溶接，レーザ溶接等を包含する意味で用語"電縫溶接"を使用している。
【００２７】
〔電縫溶接部の焼き戻し〕
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　次いで、必要に応じて電縫鋼管の内面ビード，外面ビードを除去し、焼き戻しにより電
縫溶接部を調質する。一般に焼入れ状態になっている溶接部は母材部に比較して硬質で伸
びが小さいので、電縫鋼管を曲げ加工する際に加工性の良否を支配する個所となる。そこ
で、焼入れ硬化されている電縫溶接部の硬さを母材部との最大硬さ差が５０ＨＶ以下とな
るように焼き戻すと加工性の向上が図られる。
【００２８】
　焼き戻しでは、電縫溶接部をＭs点以下まで急冷した後，(Ａc1変態点)～(Ａc1変態点－
１００℃)の温度域に焼き戻す。焼き戻しには、高周波誘導加熱で代表される局部加熱方
式が採用される。焼戻し温度がＡc1点を超えるとオーステナイト化し、その後の冷却で焼
き入れられるので硬さ低下にならない。しかし、(Ａc1変態点－１００℃)に達しない加熱
温度では、軟化に要する時間が長くなり生産性が低下する。焼戻し温度の下限は、好まし
くは(Ａc1変態点－７０℃)とする。
【００２９】
〔曲げ加工前の焼きなまし〕
　曲げ角度：９０度の曲げ加工では被加工材に導入される歪み量が多く、電縫鋼管に限ら
ず高強度材の加工に適していない。曲げ加工に先立つ焼きなましで歪みを低減し伸びを改
善することが考えられるが、一般には焼きなましにより強度が低下しやすい。この点、本
成分系では、軟化抵抗を高めるＣｒ，Ｍｏ，Ｔｉ等を合金成分としているので、焼きなま
しによる強度低下が抑制される。
【００３０】
　焼きなましでは、電縫鋼管(素管)を４５０～７１０℃に１時間以内加熱し、室温まで冷
却する。歪みの除去，伸びの改善には４５０℃以上の加熱温度が必要であるが、７１０℃
を超える高温では軟化が進み過ぎ、目標強度：９００Ｎ／ｍｍ2以上が得られない。４５
０～７１０℃の温度範囲であっても、長期にわたる均熱保持では軟化が進行し強度が低下
するので、均熱保持時間を１時間までとする。
【実施例】
【００３１】
　表１の組成を有する鋼材を溶製し、鋳造後、仕上げ温度：８３０℃，巻取り温度：３５
０～６５０℃で熱間圧延し、板厚：２.０～４.５ｍｍの熱延鋼帯を製造した。
【００３２】
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【００３３】
　熱延鋼帯にスキンパス圧延，酸洗を施した後、ロール成形法で造管し、更に電縫溶接し
て外径：１９.１～３８.１ｍｍの電縫鋼管を製造した。電縫溶接部は，溶接直後にＭs点
以下の１５０℃に水冷し、高周波加熱で６００～７００℃に焼き戻した。次いで、電縫鋼
管を高周波誘導加熱し、３５０～７３０℃で焼きなました。
　本発明例では焼きなまし後の電縫鋼管を各種試験に供し、比較例では造管直後に焼入れ
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、水冷、焼戻しの工程を経た電縫鋼管を各種試験に供した。
【００３４】
〔金属組織〕
　熱延鋼帯のＬ断面を鏡面研磨し、エッチングすることにより試験片を作製した。試験片
を倍率：１０００倍でSEM観察し、十視野について各相の面積を測定し、視野ごとの面積
を平均化して各相の面積率を算出した。
【００３５】
〔曲げ試験〕
　電縫鋼管を長さ１ｍの試験片に切断し、パイプベンダーに装着し、曲げ半径：鋼管直径
の二倍，曲げ角度：９０度，引き曲げ法で曲げ加工した。曲げ部外側で割れの発生状況を
調査し、破断に至らないような亀裂でも割れ発生と評価した。
〔引張試験〕
　電縫鋼管を切断して所定長さの引張片とし、内径とほぼ等しい棒状治具を管内に挿入し
た状態で試験片をチャッキングし、引張り試験した。
【００３６】
〔遅れ破壊試験〕
　電縫溶接部に関し１８０度の位置から電縫鋼管の長手方向に短冊状の試験片を採取し、
表面研削で長さ：１００ｍｍ，幅：８.０ｍｍ，板厚：１.０ｍｍの平板状に加工した。平
板の長手方向中央位置で幅方向端縁にＶノッチ(図１)を付けた試験片１を作製し、腐食液
2を満たした腐食槽3(図２)に浸漬した。腐食液２には５％ＨＣｌ水溶液を用い、重錘4で
曲げ応力を試験片１に負荷し、変位計5で試験片１の変形を測定しながら破断に至るまで
の時間を計測した。１００時間経過した後でも試験片が破断しなかった最も高い曲げ応力
を遅れ破壊限度とし、遅れ破壊限度：１３００Ｎ／ｍｍ2以上を"耐遅れ破壊性良好"と評
価した。
【００３７】
　表２の調査結果にみられるように、本発明に従った条件で電縫溶接部を焼き戻した例で
は、電縫溶接部の最大硬さと鋼管母材部の硬さの差が５０ＨＶ以下に収まっていた。
　試験No.１，５，１１，１５，１７，１８，２０は、引張強さが９００Ｎ／ｍｍ2以上で
あったが、金属組織の２０面積％を超える分率がマルテンサイト，焼戻しマルテンサイト
，パーライトで占められていたため、曲げ試験で曲げ部外周に割れが発生した。また、旧
オーステナイト粒界に炭化物が析出しており、クラックが頻発し遅れ破壊限度に劣ってい
た。
【００３８】
　焼きなまし温度が低い試験No.３では曲げ部外周に割れが発生し、逆に焼きなまし温度
が高すぎる試験No.８では引張強さが不足していた。
　試験No.１４，１６は、２０面積％以上のフェライトのため軟質であり、曲げ部外周に
割れが検出されなかったが、９００Ｎ／ｍｍ2以上の引張強さを得られなかった。試験No.
７は曲げ加工性，引張強さを満足するものの、残留オーステナイトがマルテンサイトに加
工誘起変態したため耐遅れ破壊性が劣化した。
　これに対し、鋼成分，巻取り温度，金属組織の面積率，曲げ加工前の焼きなまし条件が
本発明規定の条件を満足する試験No.２，４，６，９，１０，１２，１３は、何れも９０
０Ｎ／ｍｍ2以上の引張強さを示し、しかも割れなく９０度曲げ加工でき、耐遅れ破壊性
にも優れていた。
【００３９】
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【産業上の利用可能性】
【００４０】
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　以上に説明したように、特定された成分設計，熱延条件を組み合わせることにより、熱
延鋼帯をベイナイト主体の金属組織とし、スタビライザ形状に曲げ加工した後の焼入れ・
焼戻しが不要な電縫鋼管を製造している。そのため、焼戻しマルテンサイト鋼のように遅
れ破壊感受性を高める炭化物等の析出がなく、引張強さ：９００Ｎ／ｍｍ2以上で耐遅れ
破壊性に優れた中空スタビライザが安定して得られる。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】遅れ破壊試験に使用した試験片のサイズを示す図
【図２】遅れ破壊試験に使用した試験装置を示す図
【符号の説明】
【００４２】
1：試験片　　2：腐食液　　3：腐食槽　　4：重錘　　5：変位計

【図１】

【図２】



(12) JP 4859618 B2 2012.1.25

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｃ２１Ｄ   9/46     (2006.01)           Ｃ２１Ｄ   9/46    　　　Ｔ          　　　　　
   Ｂ２１Ｃ  37/08     (2006.01)           Ｂ２１Ｃ  37/08    　　　Ａ          　　　　　
   Ｂ６０Ｇ  21/055    (2006.01)           Ｂ６０Ｇ  21/055   　　　　          　　　　　

(56)参考文献  特開平０１－１１１８４８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０５－３０２１１９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０２－００４９４４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６４－０１７８２０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－２０６９９９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０５－００９５７９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０４－１０３７１８（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ２１Ｄ　　　１／０２－　１／８４
              Ｃ２１Ｄ　　　８／００－　８／１０
              Ｃ２１Ｄ　　　９／００－　９／５０　　　　
              Ｃ２２Ｃ　　３８／００－３８／６０　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

